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議案第１２号

熊谷市行政組織条例の一部を改正する条例

熊谷市行政組織条例（平成１７年条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条総合政策部の項中第８号を削り、同条産業振興部の項中第４

号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号

の次に次の１号を加える。

⑵ 観光に関すること。

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

観光施策の推進による商業振興の充実強化を図るため、観光に関す

る事務を産業振興部の分掌事務としたいので、この案を提出するもの

であります。  

ー1ー



議案第１３号

熊谷市情報公開条例の一部を改正する条例

熊谷市情報公開条例（平成１７年条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。

 第２条第１号中「固定資産評価審査委員会」の次に「、消防長」を

加える。 

 第７条第１項中第８号を第９号とし、第２号から第７号までを１号

ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６０

条第３項に規定する行政機関等匿名加工情報（同条第４項に規定

する行政機関等匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以

下この号において「行政機関等匿名加工情報」という。）又は行政

機関等匿名加工情報の作成に用いた同条第１項に規定する保有個

人情報から削除した同法第２条第１項第１号に規定する記述等若

しくは同条第２項に規定する個人識別符号 

第９条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、第６条第２項の規定により補正を求めた場合にあっては、

当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

 第９条第３項中「。以下「非公開等の決定」という」を削り、同条

第４項中「実施機関は、やむを得ない理由により、第１項に規定する

期間内に同項の決定をすることができないときは」を「第１項の規定

にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは」に、「６０日」を「４５日」に改め、同条中第５項を第６項

とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 公開請求に係る行政情報が著しく大量であるため、公開請求を受

けた日から４５日以内にその全てについて第１項の決定をすること

により事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前
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項の規定にかかわらず、実施機関は、公開請求に係る行政情報のう

ちの相当の部分につき当該期間内に第１項の決定をし、残りの行政

情報については相当の期間内に同項の決定をすれば足りる。この場

合において、実施機関は、同項に規定する期間内に、請求者に対し、

次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

⑴ この項を適用する旨及びその理由 

⑵ 残りの行政情報について第１項の決定をする期限  

   附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の日前になされた第６条第１項の規定による公開

の請求については、なお従前の例による。  

 

  令和５年２月２７日提出  

                熊谷市長 小 林 哲 也     

 

提案説明 

 情報公開請求に対する決定期限及び非公開情報に係る規定の整備等

を行いたいので、この案を提出するものであります。  
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議案第１４号 

熊谷市職員定数条例の一部を改正する条例 

熊谷市職員定数条例（平成１７年条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項第９号中「２４７人」を「２７５人」に改める。  

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

職員の定年年齢の引上げに伴い、消防力を安定的かつ継続的に確保

するため、消防職員の定数を改めたいので、この案を提出するもので

あります。 
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議案第１５号 

熊谷市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を

改正する条例  

熊谷市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１７年

条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

題名中「手続及び効果に関する」を削る。  

第１条中「第２８条第３項」の次に「及び第４項」を、「効果」の次

に「並びに職員の失職の特例」を加える。  

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

（失職の特例）  

第５条 任命権者は、禁錮の刑に処せられた職員のうち、その刑に係

る罪が過失によるものであり、かつ、その刑の執行を猶予された者

については、情状を考慮して特に必要があると認めるときは、その

職を失わないものとすることができる。  

２ 前項の規定によりその職を失わないものとされた職員がその刑の

執行猶予の言渡しを取り消されたときは、当該取消しの日にその職

を失う。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （熊谷市一般職職員の給与に関する条例の一部改正） 

２ 熊谷市一般職職員の給与に関する条例（平成１７年条例第５１号）

の一部を次のように改正する。  

  第１７条第２項中「熊谷市職員の分限に関する手続及び効果に関

する条例」を「熊谷市職員の分限に関する条例」に改める。  
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令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

 「地方公務員法」に基づく職員の失職の特例を定めたいので、この

案を提出するものであります。  
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議案第１６号 

熊谷市職員退職手当条例の一部を改正する条例 

熊谷市職員退職手当条例（平成１７年条例第５４号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項中「）が１８日」を「第１４条第２項において「勤務

日数」という。）が１８日（１月間の日数（熊谷市の休日を定める条例  

（平成１７年条例第２号）第１条第１項各号に掲げる日の日数は、算

入しない。）が２０日に満たない日数の場合にあっては、１８日から

２０日と当該日数との差に相当する日数を減じた日数。第１４条第２

項において「職員みなし日数」という。）」に改める。  

第１４条第２項中「職員について定められている勤務時間以上勤務

した日（法令又は条例若しくはこれに基づく規則により、勤務を要し

ないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が１８日」を「勤

務日数が職員みなし日数」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

退職手当の支給対象となる職員とみなされる者の要件を緩和したい

ので、この案を提出するものであります。  
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議案第１７号

熊谷市国民健康保険条例の一部を改正する条例

熊谷市国民健康保険条例（平成１７年条例第１６０号）の一部を次

のように改正する。 

第５条を次のように改める。 

（被保険者としない者） 

第５条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき、措置に

より児童福祉施設に入所している児童、小規模住居型児童養育事業

を行う者若しくは里親に委託されている児童又は一時保護が行われ

た児童であって、民法（明治２９年法律第８９号）の規定による扶

養義務者のないものは、被保険者としない。  

第８条第１項中「４０万８千円」を「４８万８千円」に改める。

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条の

改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第８条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の出産

に係る出産育児一時金について適用し、同日前の出産に係る出産育

児一時金については、なお従前の例による。  

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

「健康保険法施行令」の一部改正等に伴い、出産育児一時金の額の

見直し等を行いたいので、この案を提出するものであります。  
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議案第１８号

熊谷市農業振興対策委員会条例の一部を改正する条例 

熊谷市農業振興対策委員会条例（平成１７年条例第１９３号）の一部

を次のように改正する。 

 第９条中「産業振興部農業振興課」を「産業振興部農業政策課」に

改める。

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

熊谷市農業振興対策委員会の庶務を行う組織の名称の変更を行いた

いので、この案を提出するものであります。  
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議案第１９号 

熊谷市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改

正する条例  

熊谷市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年条

例第２２４号）の一部を次のように改正する。  

第１４条第２項中「１８日」の次に「（１月間の日数（熊谷市の休日

を定める条例 （平成１７年条例第２号）第１条第１項各号に掲げる日

の日数は、算入しない。）が２０日に満たない日数の場合にあっては、

１８日から２０日と当該日数との差に相当する日数を減じた日数）」

を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

退職手当の支給対象となる職員の要件を緩和したいので、この案を

提出するものであります。  
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議案第２０号

熊谷市消防団員等公務災害補償審査会条例の一部を改正する条 

例 

熊谷市消防団員等公務災害補償審査会条例（平成１７年条例第２２７

号）の一部を次のように改正する。  

第６条中「消防本部警防課」を「消防本部消防総務課」に改める。

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

熊谷市消防団員等公務災害補償審査会の庶務を消防本部消防総務課

の分掌事務としたいので、この案を提出するものであります。

ー11ー



議案第２１号 

熊谷市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一

部を改正する条例  

熊谷市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成１８

年条例第１８６号）の一部を次のように改正する。  

第８条ただし書中「水火災その他の災害」を「災害（水火災又は地

震等の災害をいう。以下同じ。）」に改める。  

第１２条を次のように改める。  

（報酬） 

第１２条  団員の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。  

２ 団員には、別表第１により年額報酬を支給する。  

３ 団員が災害、警戒、訓練等の職務に従事する場合においては、別

表第２により出動報酬を支給する。  

第１３条第１項中「水火災」を「災害」に改める。  

附則の次に別表として次の２表を加える。  

別表第１（第１２条関係）  

年額報酬  

 

 １日当たりの出動報酬  

階級 報酬の額  

団長 １８０，０００円  

副団長 １３２，０００円  

分団長 １０８，０００円  

副分団長 ８８，０００円  

部長 ７２，０００円  

班長 ６２，０００円  

団員 ５６，０００円  

別表第２（第１２条関係）  
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附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の熊谷市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条

例の規定は、この条例の施行の日以後に出動した職務について適用

し、同日前に出動した職務については、なお従前の例による。  

令和５年２月２７日提出  

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

非常勤消防団員の報酬として新たに出動報酬を設けるとともに、規

定の整備を行いたいので、この案を提出するものであります。  

種別 要件  報酬の額  

災害 ４時間未満の職務に従事した場合  ４，０００円  

４時間以上の職務に従事した場合  ８，０００円  

警戒 警戒等の職務に従事した場合  １ 時 間 に つ き

１，０００円  

訓練 訓練の職務に従事した場合  ３，０００円  

指導 ４時間未満の職務に従事した場合  ４，０００円  

４時間以上の職務に従事した場合  ８，０００円  

その他の職

務 

その他団長の招集命令による職務

に従事した場合  

１，０００円 
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議案第２２号 

熊谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例  

熊谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年条例第２９号）の一部を次のように改

正する。 

第２７条を次のように改める。  

第２７条 削除 

 第３６条第３項及び第３７条第３項中「及び第８条第２項」を「、第

８条第２項及び第２７条」に改める。 

第５３条及び第５４条第３項中「及び第２４条」を「、第２４条か

ら第２６条まで及び第２８条」に改める。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

令和５年２月２７日提出  

熊谷市長  小 林 哲 也 

提案説明  

「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準」の一部改正に伴い、懲戒権の

濫用に係る規定を削除したいので、この案を提出するものであります。  
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議案第２３号 

熊谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例  

熊谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

第７条の次に次の２条を加える。  

（安全計画の策定等）  

第７条の２  家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図

るため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の

設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、

取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育

事業所等における安全に関する事項についての計画（以下この条

において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い

必要な措置を講じなければならない。 

２  家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知す

るとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければなら

ない。 

３  家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取

組の内容等について周知しなければならない。  

４  家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必

要に応じて安全計画の変更を行うものとする。  

（自動車を運行する場合の所在の確認）  

第７条の３  家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動

車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼そ
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の他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法によ

り、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。  

２  家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利

用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転席及びこれと並列の座

席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座

席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利

用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）

を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の

利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項

に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わな

ければならない。  

第１０条中「するときは、」の次に「その行う保育に支障がない

場合に限り、」を加え、同条ただし書を削る。  

第１３条を次のように改める。  

第１３条 削除 

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。  

附則に次の１項を加える。  

（自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

１１ 第７条の３第２項の適用については、家庭的保育事業者等にお

いて利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合

であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用

乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項において「ブザー等」

という。）を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情が

あるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等

を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を
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目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブ

ザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わ

なければならない。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の

改正規定は、公布の日から施行する。 

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長 小 林 哲 也  

提案説明 

「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正に伴

い、懲戒権の濫用に係る規定を削除するとともに、自動車を運行する

場合における利用乳幼児の所在確認に関する措置等について定めたい

ので、この案を提出するものであります。 
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議案第２４号 

熊谷市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例  

熊谷市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

第６条の次に次の２条を加える。  

（安全計画の策定等）  

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。  

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。  

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。  

 （自動車を運行する場合の所在の確認）  

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者
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の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。  

第１２条の次に次の１条を加える。  

（業務継続計画の策定等）  

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。  

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。  

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （安全計画の策定等に係る経過措置）  

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の

第６条の２の規定の適用については、同条中「講じなければ」とあ

るのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とある

のは「実施するよう努めなければ」と、「周知しなければ」とある
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のは「周知するよう努めなければ」とする。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」の一部改

正に伴い、安全計画及び業務継続計画の策定に関する措置等について

定めたいので、この案を提出するものであります。  
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議案第２５号

熊谷市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例

熊谷市個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第４１号）の

一部を次のように改正する。 

第３条の見出しを「（個人番号の利用範囲）」に改め、同条第１項中

「事務は、」の次に「別表第１の左欄に掲げる執行機関が行う同表の右

欄に掲げる事務及び」を加え、同条第３項中「前項」を「前２項」に

改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項の」を「法別表第

２の第２欄に掲げる」に改め、同項ただし書中「法第１９条第８号の

規定」を「法の規定」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の

次に次の１項を加える。 

２ 別表第２の左欄に掲げる執行機関は、同表の中欄に掲げる事務を

処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報で

あって当該執行機関が保有するものを利用することができる。ただ

し、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他

の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けるこ

とができる場合は、この限りでない。 

本則に次の１条を加える。  

（委任）  

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

 附則の次に別表として次の２表を加える。  

別表第１（第３条関係）  

 

執行機関 事務  

市長 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準じて

行う生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置

に関する事務であって規則で定めるもの  

 別表第２（第３条関係） 
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執行機関 事務 特定個人情報  

市長 生活保護法に準じて行

う生活に困窮する外国

人に対する生活保護の

措 置 に 関 す る 事 務 で

あって規則で定めるも

の 

地方税関係情報であって

規則で定めるもの  

生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの  

医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの  

児童扶養手当関係情報で

あって規則で定めるもの  

母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律第

１２９号）による給付金の

支給に関する情報であっ  

て規則で定めるもの  

特別児童扶養手当等の支

給に関する法律（昭和３９

年法律第１３４号）による

障害児福祉手当若しくは

特別障害者手当又は国民

年金法等の一部を改正す

る法律（昭和６０年法律第

３４号）附則第９７条第１項

の福祉手当の支給に関す

る情報であって規則で定

めるもの  

母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）による養育

医療の給付又は養育医療

に要する費用の支給に関

する情報であって規則で

定めるもの  
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

令和５年２月２７日提出 

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明  

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律」に基づき、個人番号を利用できる事務として、生活保護法

に準じて行う生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する

事務を定めたいので、この案を提出するものであります。  

の 

療育手帳関係情報であっ  

母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）による養育

医療の給付又は養育医療

に要する費用の支給に関

する情報であって規則で

定めるもの  

児童手当関係情報であっ

て規則で定めるもの  

介護保険給付等関係情報

であって規則で定めるも

の 

障害者自立支援給付関係

情報であって規則で定め

るもの  

中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの  
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議案第２６号

熊谷市地方創生応援基金条例

 （設置） 

第１条 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条第４項第２号

に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業の実施に要する経

費の財源に充てるため、熊谷市地方創生応援基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予

算」という。）で定める額とする。  

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ

有利な方法により保管しなければならない。  

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券

に代えることができる。  

 （運用益金の処理）  

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、この基金に

編入するものとする。  

（繰替運用）  

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの

方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り

替えて運用することができる。  

（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を達成するため

に必要な経費の財源に充てる場合に限り、これを処分することがで

きる。 

（委任） 
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第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項

は、市長が別に定める。  

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業の実施に要する経費の財源に

充てるため、熊谷市地方創生応援基金を設置したいので、この案を提

出するものであります。  
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議案第２７号 

熊谷市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例  

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。次条に

おいて「法」という。）第２４３条の２第１項の規定に基づき、市長

等の市に対する損害を賠償する責任の一部を免れさせることに関し

必要な事項を定めるものとする。  

 （損害賠償責任の一部免責）  

第２条 市長、法第１８０条の５第１項及び第３項に規定する委員会の

委員若しくは委員又は職員（法第２４３条の２の２第３項の規定に

よる賠償の命令の対象となる者を除く。以下この条において「市長

等」という。）の市に対する損害を賠償する責任について、市長等が

職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠

償の責任を負う額から、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める額を控除して得た額について免れさせるものとする。  

 ⑴ 市長 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３

条第１項第１号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給与

年額（以下この条において「基準給与年額」という。）に６を乗

じて得た額 

 ⑵ 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の

委員又は監査委員  基準給与年額に４を乗じて得た額  

 ⑶ 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員

会の委員又は消防長 基準給与年額に２を乗じて得た額 

 ⑷ 職員（前２号に掲げる職員を除く。） 基準給与年額  

 （委任） 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

   附 則 
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この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

「地方自治法」の一部改正に伴い、市長等の市に対する損害を賠償

する責任の一部を免れさせることに関し必要な事項を定めたいので、

この案を提出するものであります。
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議案第２８号

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結することについて、議決を求める。

１ 名 称  熊谷市立江南体育館耐震補強建築工事

２ 場 所  熊谷市江南中央二丁目３番地１

３ 概 要  ⑴ 耐震補強

⑵ 外壁改修

⑶ 屋上防水改修

４ 契 約 金 額  １８２，０５０，０００円  

５ 契約の相手方   熊谷市問屋町四丁目３番地２

株式会社  清水アーネット

代表取締役 清 水 龍 男

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

熊谷市立江南体育館耐震補強建築工事の請負契約を締結したいので、

この案を提出するものであります。

２３８，７００，０００円  

熊谷市上根１０２番地  

田部井建設株式会社  

代表取締役 田部井 俊 一
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議案第２９号

熊谷市総合振興計画基本構想の変更について

熊谷市自治基本条例（平成１９年条例第３０号）第１５条の２第２

項の規定により、熊谷市総合振興計画基本構想を別冊のとおり変更す

ることについて、議決を求める。

令和５年２月２７日提出

熊谷市長  小 林 哲 也

提案説明

熊谷市総合振興計画基本構想を変更したいので、この案を提出する

ものであります。
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議案第３０号

市道路線の認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、

別紙記載の路線を市道路線として認定することについて、議決を求め

る。

令和５年２月２７日提出

熊谷市長 小 林 哲 也

提案説明

未認定の道路を市道路線として認定したいので、この案を提出する

ものであります。

ー30ー



別紙

整理

番号 終 点 経過地

上之字西ノ裏１８０９番２０地先

上之字西ノ裏１８２２番５地先
１

路　　線　　名

市道 50880 号線

起 点 重要な
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